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令 和 ６ 年 ４ 月 2 3 日 

環 境 局 環 境 政 策 課 

太陽光発電設備等共同購入に関する協定を締結します 

新潟県とアイチューザー株式会社は、太陽光発電設備及び蓄電池（以下「太陽光

発電設備等」という。）の普及促進を図るため、太陽光発電設備等の共同購入に関す

る協定を締結します。（別紙） 

ついては、同社代表者と花角知事が出席の上、下記のとおり締結式を行います。 

 
記 

 

１ 日時及び場所 

  令和６年４月 24 日（水） 11:40～12:00 

  県庁３階 東回廊第一応接室 

 

２ 出席予定者 

  アイチューザー株式会社 藤井 俊嗣 代表取締役社長 

  新潟県知事       花角 英世 

 

３ 次第 

  協定書署名、あいさつ、取材対応（質疑応答）、記念撮影 

 

４ 取材について 

 ・ 取材はフルオープンの予定です。 

・ 取材希望の場合は、11 時 35 分までに秘書課ロビー前に集合してください。 

 

 

 

 

             

 

 

本件についてのお問い合わせ先 
環境政策課カーボンゼロ推進室 渡辺、田中 

（直通）025-280-5150 （内線）2701 



 

別紙 

 

太陽光発電設備等の共同購入に関する協定について 

 

 

１ 協定の概要 

新潟県と協定を締結したアイチューザー株式会社が、太陽光発電設備等の購入

を希望する県民を募り、共同購入することによるスケールメリットを活かした価

格低減などにより、太陽光発電設備等の導入促進を図る。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

２ 共同購入の概要 

 

 

新潟県  

実施事業者  
（アイチューザー(株)） 

施工業者  

県民 

①  協定締結 

 

② 広報・ 
普及啓発 

③ 購入希望者の募集 

④ 購入申込 

⑥ 購入契約 

⑦ 設置工事実施 

⑤ 入札・選定 

市町村等 

➢ 本県で、冬期の積雪や日射量不足により、太平洋側と比べて太陽光発電

が適さないとの固定観念があり、太陽光発電設備の導入率が低くなって

います。  

➢ 一方、電気代の高騰により太陽光発電の導入ニーズは高くなっており、

民間企業と連携した共同購入事業を通じて、購入費用の削減を図るとと

もに、県及び市町村が連携して太陽光発電の有用性を広報することで、

太陽光発電設備等の導入を促進するものです。  


